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Abstract 

　The�relationship�among�industries�is�important�for�economic�forecasting�and�policy�deci�sion�
making.�To� investigate� this�relationship,� input-output� tables�have�been�created�and�updated,�
and�are�well-known�economic�statistics.�Japan�also�has�her�own� input-output�tables�and�they�
have�been�well� studied� for�a� long�time.�The� input-output� table�shows�transactions�of�goods�
and�services�among� industries,�and� it�consists�of� the�gross�amount�of� transactions�between�
two� industries.�Hence,�we�know�the�spread�effect�of�a�given� in�dustry’s�growth�because�we�
can� follow� the� transactions�among� industries.�However,�we�cannot�know�how�many�firms�
are� involved� in� transactions� in� the� input-output� tables.� If�we�want� to�find� the�environment�
where� innovations�are� facilitated,� the�preferred�data� is� the�number�of� transactions,�not� the�
gross�amount�of� transactions�because�the�number�of�firms�directly�means�the�extent�of� the�
competition�in�the�transactions.
　I�used�data�that� includes�seven�million�transactions�and�60�thousands� joint-applications� for�
patent,�and�then�created�two�kinds�of�matrix.�The�first�type�of�matrix�is�for�transactions,�and�
the�second�one�is�for�innovations.�I�found�the�novel�fact�that�the�flow�of�innovations�is�closely�
related�to�the�flow�of�transactions.
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１　はじめに

　産業は財やサービスを取り入れ、価値を増して出力するために存在する。その財やサー

ビスの出力先の一部は一般消費者であるが、圧倒的大部分は再び産業である。したがって

産業全体でこの入力・出力を繰り返しながら、それぞれの企業はイノベーションを引き起

こし、競争力を高めながら、より多くの入力・出力を得ようと努力している。

　時系列的に眺めれば、イノベーションによって競争力が増したために、財やサービスが

売れる、ということになる。しかし一方で、財やサービスの買い手にとって価値がなけれ

ばイノベーションとはならない。したがって、前者のようにイノベーションの後に取引が

起きるように思われるが、取引がまず前提としてあり、その後にイノベーションが起きる

ともいえる。これはイノベーションと取引の間に、双方向的な関係性が存在することを意

味する。

　産業間の取引において、その取引総額の関係性を行列の形で表したものとして、産業連

関表［１］がある。これはレオンチョフが考案した経済予測のためのツールであり、精度

の高い予測が可能であることから世界に広まっている。この産業連関表を使った分析の主

な目的は、ある産業が成長した場合に、他の産業にどれぐらい波及効果があるか、という

ことである。その分析に基づいて、政策による投資を効果的に行うことなどが可能となる。

　本研究では、産業間の関係を示した行列という産業連関表の枠組みを採用しつつ、産

業連関表とは異なる内容で行列を作成する。まず、産業連関表のように取引総額ではな

く、企業の取引件数にした行列を作成する。次に、産業間の共同出願数を示した行列も得

る。産業連関表のように取引総額ではなく取引件数の行列を得るのは、本研究が取引とイ

ノベーションの関わりを対象としているのに起因する。具体的には、産業間の取引に多く

の企業が関わって競争的でかつ多様な環境がある場合と少ない企業の場合では、イノベー

ションにより好ましい状況はいうまでもなく前者である。この状況は取引総額からは直接

知ることができない。総額と件数には正の相関があると思われるが、総額を用いると推測

に過ぎなくなってしまう。そこで産業連関表では捨てられている情報である取引件数を本

論文では用いる。また、企業間のイノベーション関係の代理変数として、共同出願の関係

を用いる。本論文では、これらの２つの行列の比較検討を行う。
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　以上をまとめると本論文では、取引とイノベーションの関わりが、産業間でどのように

異なるかを明らかにする。これにより効果的にイノベーションを引き起こすにはどの産業

に投資すべきかという、知の波及効果に対する理解に接近し、産業連関表に新たな価値を

見いだす。

２　産業連関表

　本節では本論文の議論の準備として、産業連関表に関する内容と用語を整理する。前節

で述べたとおり、産業連関表はレオンチョフにより考案された経済予測のためのツールで

ある。産業連関表は産業間の財・サービスのやりとりを記述した行列であり、マクロ経済

分析のための１つの捉え方である。現代の経済政策策定において国民経済計算の５勘定は

重要な判断材料であるが、それらは国民所得勘定、産業連関表、資金循環勘定、国際収支

表、国民貸借対照表であり、産業連関表はその１つを担っている。

　産業連関表とはどういうものか表１の例を用いて説明する。表には産業連関表の一部の

産業と架空の数値（金額）が示されている。産業連関表では、行列の行の産業からそれだ

けの金額が列の産業にいくら販売されたかが示されている。この表１では、農業から農業

へ10億円、農業から工業へ40億円の財・サービスが販売されている。産業はその産業内で

の財・サービスのやりとりだけでなく、他の産業とのやりとりが必ず含まれるが、その産

業間のやりとりを示したものがこの産業連関表である。

　この産業連関表は金額の解釈により、同一のデータに対してもいくつかの異なる数値の

ものがある。いくつか存在する理由の１つは財・サービスの価格がいつ決まるとするかに

複数の解釈があるためであり、それらが売られたときに決まるとするのが生産者価格表、

買ったときに決まるとするのが購入者価格表である。本論文では産業全体の傾向を知るこ

とが分析の主たる目的のため、生産者価格表と購入者価格表のどちらを選んでも結果は変

わらないので、ここでは購入者価格表を用いる。今後本論文ではこの従来の産業連関表を、

取引金額からなる産業連関表と呼ぶ。

表１：産業連関表の簡単な例

農業 工業

農業 10億円 40億円

工業 50億円 50億円
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　本論文では取引金額からなる産業連関表とは異なり、異なるデータで産業間の関係を独

自に行列にし、新たな産業連関表を作成する。

　新たに作成する産業連関表の１つは、取引件数からなる産業連関表である。従来の産業

連関表はある産業から他の産業にどれだけの金額の財・サービスの販売が行われたかとい

う行列であった。この従来の産業連関表では抜け落ちているデータがある。それは何社

の間で産業間の取引があったのかということである。すなわち１対１の間の取引なのか、

100対100の間の取引であるのか知ることができない。取引金額からなる産業連関表が重要

であることは疑いはないが、このように取引件数に基づく産業連関表を考慮すると、より

太いパイプでつながれた産業間の関係性を知ることができる。今後本論文ではこの産業連

関表を、取引件数からなる産業連関表と呼ぶ。

　新たに作成する産業連関表のもう１つは、特許の共同出願数からなる産業連関表である。

特許を出願するのは個人でも可能であるが、圧倒的多数の特許は企業により出願されてい

る。特許の元となる発明が１企業で行われたのであれば、出願人も１企業となるが、共同

研究開発等の成果により発明が複数の企業で行われた場合は、出願人は複数企業となり、

これを共同出願特許と呼ぶ。この共同出願特許は財・サービスの取引とは異なり、研究開

発における企業間のつながりを示すものである。共同出願特許を出願した企業がどの産業

に属するのかを調べ、同一産業間あるいは異なる産業間でいくつの共同出願特許があった

のかをカウントし、それを行列とした産業連関表を新たに作成する。今後本論文ではこの

産業連関表を、共同出願数からなる産業連関表と呼ぶ。

３　従来研究の検討

　本節では従来研究と本論文との関係性を検討する。まずは産業連関表について述べる。

産業連関表を利用した研究は大変な多岐にわたるが、大きく分けると産業連関表の分析方

法に関する研究（たとえば［２,３］）と産業連関表を用いて個別の関心事を検討した研究（た

とえば［４,５］）がある。産業連関表は非常にポピュラーな経済分析のツールになってい

るため、分析ツールの解説もたくさん存在する（たとえば［6］）。これらの研究はすべて

総務省作成の産業連関表の結果を用いているため、本質的に本論文の内容とは異なる。前

述したように、本論文では取引金額ではなく、取引件数を用いる。

　次に産業連関表を産業間のネットワークのデータと捉えると、本論文は経済のネット

ワーク分析と捉えることができる。ここでネットワークとは、ノード（結節点）とリンク（つ

ながり）からなるものとする。ネットワーク分析は2000年ごろから急速に発展した分野で
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ある。本論文に特に関係が深いのは、多重ネットワーク分析である。多重ネットワークと

は、同一のノード集団に対して異なる種類のリンクが張られたネットワークのことをさす。

　多重ネットワークとはたとえば、ノードが人、リンクが友人関係とアドバイスを求める

関係などのように、ノードは１種類であるが、リンクが２種類以上あるネットワークのこ

とである。図１は、単層ネットワークと多重ネットワークの違いを表している。一般的に

ネットワークといえばこの図の左の単層ネットワークを指す。グループ分けしない、同種

類（１種類）のノードに、グループ分けしない、同種類のリンクからなるネットワークで

ある。一方で多重ネットワークとは、ノードはすべて同種類だが、リンクに種類があるネッ

トワークである。異なるリンクそれぞれを用いてネットワークを作ることができるが、そ

れらをあえて重ねているという意味で多重ネットワークとここでは呼ぶ。

　ネットワーク分析の大部分の研究成果はリンクが１種類のネットワークを扱っている。

そしてそのネットワーク構造から、たとえば Structural�Hole［7］（わかりやすくいえば、

誰がネットワークのキーパーソンか）などの指標を求める研究が行われてきた。このよう

なネットワーク上の指標のことをネットワーク分析の分野では中心性と呼ぶ。このような

単層のネットワークではなく、多重ネットワークは得られるデータが数少ないこともあり、

これまであまり研究されていない。たとえば、前述の友人とアドバイスの多重ネットワー

ク分析［8］や特許と論文の多重ネットワーク分析［9］などの研究がある。

　多重ネットワークを扱う利点は、あるネットワーク構造の出現の理由が、単層ではわか

らなかったとしても、多重ネットワークを扱うことによってわかる可能性があるというこ

とである。単純に説明変数が増えることと同じと考えればわかりやすい。天気を予測する

ときに、気温だけわかっているのと、さらに気圧がわかっているのとではどちらが予測し

やすいか、という例と同じである。

　本論文は企業をノードとし、リンクをイノベーションと取引関係とする多重ネットワー

図１： 単層ネットワークと多重ネットワークの違い。多
重ネットワークでは、ノードは１種類だが、リン
クの種類は複数存在する。
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クを分析するものである。ここでは原初的に、異なるネットワークのリンクがどのような

相関関係にあるかの分析を行う。したがって、分析に複雑な手法を用いない。しかしなが

ら本論文で扱う多重ネットワークは、これまでいずれの研究でも扱われていない。

　本論文はイノベーションの波及とも関係が深いが、これについては Jaffe の研究［10］

がよく知られている。この研究では、特許の引用関係からイノベーションがどのように拡

散していくのか、その地域的な影響について調べている。本論文では地域性ではなく産業

の間の関係性について調べる。また、前述のように取引とイノベーションという多重ネッ

トワークを扱うので Jaffe などイノベーション拡散の従来研究とは研究方法において異な

る。

　著者はこれまで、日本企業の特許共同出願関係や取引関係を扱った研究を行ってきた。

主たる研究として、企業をノードとし、企業間の特許共同出願関係をリンクとした単層ネッ

トワークの構造やその物理的な再現モデルを議論したもの［11］や、企業をノードとし、

企業間の取引関係をリンクとした単層ネットワークの構造を議論したもの［12］などがあ

る。しかしながら、これらの異なるリンクを同時に扱うこと、すなわち多重ネットワーク

を分析することについてはこれまで行っておらず、また他者によってもおこなわれていな

い。

４　データ

　本論文では、東京商工リサーチ社のデータ（TSR データ）を用いる。このデータは、

807,727社の財務情報、事業情報に加えて、企業間の取引情報を含んでいる。ある企業か

らある企業に、取引があるとそれを１件として数える。このデータには8,133,408件の取引

のデータがある。これら企業を主要取引内容の日本標準産業分類により分類する。ここで

は2002年度版の日本標準産業分類の大分類、19個に分類する。

　イノベーションの行列の元となるデータは、日本の特許公報において1993年１月から

2008年12月の10年間に記載された2,174,411件の特許である。本論文では TamadaDatabase

［13］を利用する。

　前節で述べたとおり、本論文では企業間取引および発明という関係性が、産業ごとにま

とめた場合にどのようなことが観察されるかについて議論する。したがって、これら異な

るデータの間で企業の名寄せが必要である。

　本論文では、TSR データに現れる企業が TamadaDatabase にどれだけ現れているかを

調べた。その方法として、以下の２つの点が両方満たされているときに、２つの企業は同
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じであると判断するとした。

　１. 法人格を除いた名称の一致

　２. 市町村までの住所の一致

　この結果、TSR データの企業のうち、35,003社が TamadaDatabase に存在することが

わかった。この数は一見少ないように思われるが、企業の圧倒的多数は発明を行わないた

め、妥当である。

　なお一致の判断基準が名称のみの場合は、TSR データに含まれる数万件の企業名が重

複しており、一致性の判断として不十分である。しかし、市町村まで含めた場合は１件も

重複はなかった。

　ここまでに述べたのは、我が国の企業の大部分を占める TSR の取引データと特許共願

データである。本論文ではこれに加えて、我が国の重要な産業である大分類の１つである

製造業に焦点をあてる。特許の大部分、すなわちイノベーションの大部分は製造業で起き

ているため、このような精査は重要である。

　ここまでに述べたのと同じ方法で、企業の主要取引内容が製造業の中分類のものを抜き

出し、取引とイノベーションの行列を作成した。

5　分析

　2002年版日本標準産業分類における大分類、19種の産業間取引件数の行列は付録 A の

表 A.１のようになった。この行列に含まれる企業間の取引は6,923,020件あった。ここで

企業はいずれかの産業に属していることに注意されたい。したがってある取引が同じ産業

同士の場合もある。また、同じ企業の重複する取引は無視し、１つと数える。同様に産業

間共同出願数の行列は付録 A の表 A.２のようになった。この行列に含まれる企業間の発

明は63,212件あった。共願には方向性はないので、この行列には対称性がある。

　次に製造業中分類、24種の産業間取引件数の行列は、付録 A の表 A.３のようになった。

この行列に含まれる企業間の取引は750,554件あった。同様に産業間共同出願数の行列は

付録 A の表 A.４のようになった。この行列に含まれる企業間の発明は30,350件あった。

　取引件数からなる産業連関表と共同出願数からなる産業連関表において、その行列要素

の間で単純に比較してある産業の方がつながりが大きいということは妥当ではない。なぜ

なら、産業ごとに存在する企業数にはばらつきがあるためである。つまり、たくさん企業

が存在する産業では必然的にその産業の行および列の取引は多くあり、逆の場合は小さく

なる。したがって、正規化の作業が必要となる。
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　本論文で正規化は以下の考えに基づいて行った。

ある行列要素において、同じ行（列）の他の行列要素と比較することを考える場合、

その行（列）はある産業と関係のある産業の分布である。したがって、その行（列）

の産業にとって重要な関係にある産業はその行（列）全体の和で除した割合によっ

て知ることができる。

上記より、各行列要素はその行と列のすべての値の和でそれぞれ除することによって正規

化され、比較可能となる。

　本論文では、大分類の取引・イノベーションの行列の比較と製造業中分類の取引・イノ

ベーションの行列の比較を別々に行う。図２は大分類の取引・イノベーションの正規化さ

れた行列要素を、両対数でプロットしたものである。各プロットが２つの行列の同じ箇所

に対応している。縦軸は正規化された特許の値であり、表 A.２から得られる。同様に横

軸は正規化された取引の値であり、表 A.１から得られる。たとえば、表 A.２の左上の端

は農業と農業の関係であるが、この値0は正規化されて特許の値となる。そして表 A.１

の同じ位置の値は1,792であるが、この値が正規化されて取引の値となる。この２つの値

図２：大分類による取引件数と共同出願数からなる産業連関表にお
ける行列要素。縦軸は共同出願数からなる産業連関表の行列
要素の値であり、正規化されたもの。横軸は取引件数からな
る産業連関表の行列要素の値であり、正規化されたもの。１
つのプロットは、２つの産業連関表における同一の産業の間
の値を示している。両軸が対数表記であるのは可視性のため。
線形表記すると図の左下にプロットが集中しわかりにくい。
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により１つの点がプロットされる。図３は製造業中分類に対する同様の図である。これら

の図からわかるように強い正の相関が見られる。表２は各種相関係数を算出した結果であ

る。Pearson の相関係数では大分類で0.71（4）、製造業中分類で0.70（9）となった。ここ

で括弧の数字は最後の桁である。（四捨五入などをしていない値を示すため。）Pearson の

相関係数は、偏差の正規分布を仮定した一般的な相関係数であるが、この Pearson の相

関係数で0.7を超えれば強い正の相関といってよい。一方で偏差の正規分布を仮定しない

Kendall の相関係数では、大分類で0.25（2）、製造業中分類で0.52（4）となっている。こ

ちらの相関係数には一般的にいくら以上であれば大きいという指針はないが、正の値であ

り矛盾しないことがわかる。

　これは驚くべき結果である。これまでの取引金額からなる産業連関表の分析は産業の経

済的波及効果を議論してきたが、この結果により、取引関係が示すのは金の流れだけでな

く、イノベーションの流れも示すということがわかった。したがって、研究開発といった

図３：製造業中分類による取引件数と共同出願数からなる産業連
関表における行列要素。図の説明は図２に準ずる。

表２：大分類と製造業中分類の産業において
正規化された取引・共同出願の行列要
素の相関係数
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上流過程への政策的投資は、取引の構造的上位の産業に施すことで、産業全体のイノベー

ションを刺激することができる。

　さらに図２と図３を詳しく見ていく。図２の右上にプロットされている産業間関係は、

取引と共同出願が強く関わっている産業を示している。そこでこれら産業が何であるかを

確かめるため、正規化された共同出願数が大きい順に、具体的な大分類の産業の関係を表

３に示す。表３には共同出願があった産業、正規化された共同出願数、正規化された取引

件数が示されている。前述したように共同出願関係には方向がない。一方で取引関係は方

向がある。したがって、２つの産業の間には共同出願関係１つと取引関係２つが存在する。

取引関係の向きは金の流れである。正規化された取引件数は共同出願数に比べると非常に

小さいが、これは取引件数は膨大であるが共同出願数は少数であることに由来する。

　この上位５つの結果は興味深い。電気ガスと鉱業が相互に強く結びついているとともに、

それぞれの内部の企業も強く結びついている。特に上位３つは鉱業と電気ガスの取引・共

同出願関係のすべての組み合わせ（完全グラフ）になっている。鉱業では採掘において天

然ガス等の資源が得られ、鉱業の競争力として電気ガス産業との協力が重要であると考え

られる。また４位の建設については、電気ガスの敷設が１つの中心的作業であり、それが

競争力の源泉として重要なためと思われる。少なくとも我が国においてはこの電気ガスを

中心とした分野において、共同出願と取引がともに活発といえる。本論文では他国との比

較を行わないので推測であるが、資源が少ない我が国にとっては、これら産業が競争力を

持っているのは必然的であり、かつまた特徴的といえる。

　これらの産業では協力した発明数が大きいだけでなく、取引数が同様に大きく、共同出

願と取引が密接に関わっていることがわかる。この分析では因果はわからないが、先進的

技術を要する財・サービスが活発に取引されているとわかる。

　表３と同様に正規化された共同出願関係の数が大きい順に、具体的な製造業中分類の産

業の関係を表４に示す。この結果からわかるのはすべて同一産業内の共同出願ということ

である。また、この表に出ていない7位まで同じ傾向であり、同一産業内の共同出願となっ

ている。さらに、7位に入らなかった他の同一産業内の共同出願においても、やはり大き

い数値になっている。

　ここまでの分析から、取引と共同出願の関係がともに高い状況は、同一産業内において

よく見られることがわかった。取引と共同出願の関係がともに高いということは、企業の

間で財・サービスをやりとりするだけでなく、より新しく優れた財・サービスを共に研究・

開発するような深い関係がその産業内で築かれている。

　そこでどの同一産業間でそのように深い関係を築いているのか知るため、大分類と製造
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表３：大分類による産業間共同出願の正規化された値の上位 5つと取引の値

表４：製造業中分類による産業間共同出願の正規化された値の上位 5つと取引の値

業中分類について、取引および共同出願の正規化された値に対して散布図を作成した。図

４、５がその図になる。これらの図の作り方は図２、３と同じである。図４の各プロット

は表 A.１、表 A.２における左上から右下の対角成分に対応している。ただし値は正規化

されている。図４の縦軸が特許の正規化された値、横軸が取引の正規化された値である。

たとえばプロット D は表 A.２の鉱業と鉱業の要素を縦軸に、表 A.１の鉱業と鉱業の要素

を横軸にとったものである。同じく図５の各プロットは表 A.３、表 A.４における左上か

ら右下の対角成分に対応している。

　図４において、G 電気ガスは突出して右上にあり、この産業内で深い関係が構築されて

いるとわかる。次に D 鉱業、K 保険金融でも発達していることがわかる。F 製造業は取

引と共同出願の関係がともに高いように思われるが、実際には他の大分類に比べるとかな

り小さいといえる。

　次に製造業中分類でプロットした図５について議論する。この図の上に行くほど共同出

願での産業内協力、右に行くほど取引での産業内協力が盛んということである。図からわ

かるように、非常に多様性がある。なかでも、P 金属、J プラスチックあたりが相対的に
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図４：大分類における同一産業間取引の取引・共同出願の行列要素

図5：大分類における同一産業間取引の取引・共同出願の行列要素
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優れた関係性が構築されている。製造業中分類でもこれだけの違いがあるということは、

製造業中分類の産業の組織構造を俯瞰的に眺める上で、大変重要な結果といえる。

６　結論

　本論文では、イノベーションがいかにして産業間で伝播するのか明らかにしようとした。

そこで取引件数からなる産業連関表を作成し、さらにイノベーションのシーズである特許

のデータを用い、その共同出願数からなる産業連関表を作成した。

　これら２つの行列の要素において相関を調べたところ、非常に強い相関を発見した。こ

れは取引と共同出願との間に密接な関わりがあることを示す。また、日本標準産業分類の

大分類の産業間において、正規化された共同出願数が多いものを調べたところ、電気ガス

と鉱業が発明においても取引においても高い値を示した。また製造業中分類の産業間では、

同一産業内での取引・共同出願の値が高かった。これはより優れた財・サービスを作り、

取引するような深い関係性がその産業内に築かれていることを示す。製造業中分類で同一

産業内での取引・共同出願の値を調べたところ、多様な傾向を持っていることがわかった。

　この研究の発展として、今後は産業連関表との比較を行う。具体的には今回の結果に取

引総額の行列を重ねる。また、一般の産業連関表では公開されていない金額の費目のデー

タを入手し、研究開発費とイノベーションの関係などを調べる予定である。
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